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　最終予算額　 （Ａ)

　決　算　額 （Ｂ)

Ｂ(H24はＡ）のうち一般財源

 従事する職員数

 概算人件費 （Ｃ）

　概算事業費　（Ｂ(H24はA)＋Ｃ）

左記以外のH23年度実績

運用日数（成） 日 365 366 365
③

成果指標・活動指標内容 単位 22年度 23年度 24年度（見込）

66,896 66,064 66,064

千円 422,299 433,798 450,481

　概　算

　人件費

人 8.00 8.00 8.00

千円

23年度事業費の主な内訳

千円 389,579 375,996 384,417
・滑走路等再舗装工事　　工事請負費　155,852千円

・緑地管理等委託

　　委託料（（株）信州グリーン他）　82,708千円

・予備自家発電設備分解点検修繕　　修繕費　32,760千円

・ハイジャック等防止対策補助金

　  補助金（㈱フジドリームエアラインズ（FDA））　15,947千円

・騒音防止工事機能回復事業補助金

　  補助金（地元地区住民）　187千円

千円 355,403 367,734 ―

②

事

業

コ

ス

ト

区　　分 単位 22年度 23年度 24年度（当初）

千円 255,340 277,856 215,679

①

　

事

 

業

 

の

 

概

 

要

 

等

目　的

(必要性)

・信州まつもと空港を適正に維持管理し、安全、快適な航空事業の確保を図る。

・空港ジェット化に伴う経緯を踏まえ、空港周辺の環境整備を行い、地元地区の理解と協力のもとに空港運営を行う。

対　象

・「信州まつもと空港」の利用者

・地元地区の住民

目指すべき姿

・空港施設の諸機能が健全に発揮されるよう、日常の点検等を行うとともに、施設の修繕や滑走路面の舗装、設備の更新、

空港周辺の環境整備などを地元地区の理解と協力を得ながら計画的に行うことで、安全・安心な空港として維持管理する。

事業内容

・滑走路、南誘導路の全面再舗装(H22～25計画)

・空港施設の維持管理（滑走路の修繕、消防警備、航空灯火の保守管理、除雪、緑地管理）

・滑走路巡回点検、運航の障害となる鳥獣の追い払い、禁止している凧揚げ・花火等の監視

・地元住民の住宅騒音防止工事機能回復工事に対する補助（補助率：【県】3/4）

実施期間 Ｓ40 根拠法令等

長野県松本空港条例、騒音防止工事補助金交付要綱・信州まつもと空港周辺環境整備事業補助金交付

要綱

実施方法 県が直接実施・補助金を交付して実施（地元住民）・委託（（株）信州グリーン他）

国庫･

県単

国庫補助事業・

県単独事業

事　業　名 空港管理費空港管理費空港管理費空港管理費

内　線 3737

E-mail kotsu@pref.nagano.lg.jp

平成24年度事務事業評価シート （23年度実施事業分）

事業番号 02 04 02 中期総合計画主要施策番号 5-08
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⑥

総

合

分

析

等

総合分析

(今後の課題、

取組方針等)

・信州まつもと空港は県内唯一の空の玄関であり、国内遠隔地や海外との交流の窓口として、さらには防災等の

拠点として重要な役割を果たしており、その必要性は変わっていない。

・一方で、平成６年のジェット化開港以来17年が経過し、施設･設備の老朽化が進んでいることから、国庫補助事

業も取り入れながら計画的に設備の更新や修繕を進めており、引き続き安全・安心な空港として維持管理していく

必要がある。

特記事項  ＦＤＡは夏ダイヤと冬ダイヤで運航しているが、こうした運航時間の変更に地元の理解が得られている。

■　余地なし □　当面余地なし □　余地あり

事業改善（有効性・

効率性）の余地

□　余地なし ■　当面余地なし □　余地あり

⑤

事

業

の

課

題

区　分 判　定　・　説　明

事業ニーズの変化 ■　増加 □　横ばい □　減少

判

定

の

説

明

・ジェット化から17年経ち、施設の老朽化により、滑走路面や航

空灯火など施設や設備の改修が必要となっている。

・平成22年度からＦＤＡが就航し、ジェット機により毎日運航され

ているほか、チャーター便、民間小型機や消防、警察ヘリ、ドク

ターヘリの発着など、空港は引き続き重要な役割を担っている。

・国のガイドラインにより、空港の維持管理は設置者である県の

責務とされている。

県の関与を見直す

余地

④

事

業

の

成

果

事業の目標(H23) 事業成果・評価 評価区分

・信州まつもと空港を適正に維持管理し、安全、快

適な航空事業の確保を図る。

・空港周辺の環境整備を行うとともに、空港運営に

対して地元地区の理解と協力を得る。

・適正な維持管理を行った結果、通年で空港運用を行い、定期便をはじ

めチャーター便や民間小型機等の安全運航と利用者の安全を確保した。

・空港周辺の騒音対策や騒音調査を行い、地元地区の理解と協力を得な

がら空港運営を行うことができた。

・上記により、平成23年6月の飛行方式変更（着陸判断基準高度の引き下

げ）が可能となり、天候に起因する欠航が減少し就航率が向上した。

b

期待どおり

<効率指標(単位当りｺｽﾄ等)>

　　運用日数

千円

　 　　日

1156.98 1185.24 1234.19

運用日数（成） 日 365 366 365

・空港周辺騒音調査　18地点

（効率指標　算出式）

　概算事業費／信州まつもと空港運用日数

機能回復補助事業実績数（活） 戸 2

③

事

業

実

績

1 2
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